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全日本自治団体労働組合
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地域社会を支える自治体と公共サービスの確立に向けた基本要求
　地方自治の確立に向けた貴職のご尽力に敬意を表します。

　自治労は、第81回定期大会を開催し、当面する諸課題に対する取り組み方針を決定いたしました。

この方針に基づき、下記の事項について要求しますので地方自治と地方分権を推進する立場に立って、その実現に努力されるよう要請します。同時に、全ての自治体に働く職員の権利と労働条件の改善のための施策の推進を求めます。
記

１．国と地方がそれぞれ必要な役割を果たし、ナショナルミニマムを確保することを基本に、市民自治の拡充と、基礎自治体を最優先とする国から自治体への権限委譲を着実に進めること。また、それに見合った財源移譲を進めること。

２．地方財政制度の現行の枠組みのもと、地方交付税制度の財源保障機能と財政調整機能を維持し、自治体の安定的な財政運営に必要な地方財政計画・地方交付税の総額を確保すること。

３．国・地方の税源配分割合を当面５対５とすることをめざし、地域偏在性の少ない所得税・消費税を対象に国税から地方税への税源移譲を進めること。また、自動車関係諸税の暫定税率の廃止にあたっては、地方財源に不足が生じないよう対応を図ること。
４．地方財政計画の総額決定や地方交付税の配分・算定方法など、地方行財政制度に関する国と地方の協議機関を法定すること。 

５．自治体の国直轄事業負担金制度を廃止すること。

６．国庫補助負担金の見直しについては、必要な事務事業の実施に支障をきたさないようにすること。
７．市町村合併は、地方自治体の自主性にゆだね、国から合併を強制しないこと。小規模自治体の存続を可能とするため、自治体間連携などのしくみを整備すること。

８．2010年3月の過疎地域自立促進特別措置法の失効を踏まえ、財政措置の充実などを盛り込んだ新たな過疎対策法を制定すること。

９．医療、福祉、環境などの公共サービスについては、地域生活の基盤であることを踏まえ、ナショナルミニマムとしての質と水準の確保にむけ、国および地方自治体の責務のもと財源措置を講じること。地域医療の基幹的役割を担っている公立病院に対し、その役割と機能が十分に果たせるよう医療従事者の確保および財政措置等を含めた積極的支援措置を講じること。

10．介護や福祉施設等において人材不足が深刻化していることから、介護労働者の賃金と処遇の改善、社会的地位の向上に向けて、人材の育成と定着のための施策を講じること。

11．公共サービス基本法に基づき、公共サービスに従事するものの適正な雇用・労働条件の確保と労働環境の整備に関して具体的かつ必要な施策を講じること。社会的公正や公正労働基準の実現に資する自治体公契約条例の制定を促進するための環境整備をはかること。あわせて、ILO94号条約を批准すること。

12．自治体における賃金確定については、地方公務員法第24条第3項の趣旨を踏まえた労使の自主交渉を尊重し、地域民間給与水準への一方的・画一的な誘導など、国の干渉にわたる指導を行わないこと。また、とりわけ技能労務職員と企業職員の給与については、労使交渉・労働協約によって決定する権利を尊重し、不当な指導を行わないこと。

13．民間の所定労働時間の実態を踏まえ、自治体職員の所定勤務時間について、「週38時間45分、一日7時間45分」に向けた必要な対応をはかること。

14．行政サービスの提供に必要とされる人員体制の確保のため、正規職員との均等待遇を基本とし、自治体における臨時・非常勤等の非正規職員の処遇改善と雇用安定をはかること。

15．良質な公共サービスを提供するため、増大する行政需要に対応する人員の確保が必要なことから、地方公務員の抑制政策を転換し、必要な財政措置を講じること。
16．国家公務員制度改革基本法を基本に、労働基本権の確立と地方における「自律的労使関係」の構築に向け全力を尽くすこと。具体的な制度設計にあたっては、自治労など関係労働組合との恒常的な協議の場を措置すること。

17．自治体職場における男女平等の促進に向け、自治体の男女平等参画施策の拡充を進めること。

以上

